
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式交換に係る事前開示書面 

（会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 193 条に定める書面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2026 年 7 月 8 日 

ビズメイツ株式会社 

 

 



2026 年 7 月 8 日 

株式交換に係る事前開示事項 

 

東京都千代田区神田須田町 2-19-23 

ビズメイツ株式会社 

代表取締役 鈴木 伸明 

 

当社と株式会社ヒップスターゲート（以下「ヒップスターゲート社」といいます。）は、当

社において 2026 年 6 月 25 日付の取締役会決議により、ヒップスターゲート社において

2026 年 6 月 25 日付の株主総会決議により、当社を株式交換完全親会社とし、ヒップスタ

ーゲート社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行

うことを決定し、同日、当社はヒップスターゲート社と株式交換契約（以下「本株式交換

契約」といいます。）を締結いたしました。 

本株式交換に関する会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 193 条に定める当社の 

事前開示事項は下記のとおりです。 

 

記 

 

１．本株式交換契約の内容（会社法第 794 条第 1 項） 

 

別紙１の通りです。 

 

２．会社法第 768 条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項（会社法施行規則第 193 条第１号） 

 

別紙２の通りです。 

 

３．会社法第 768 条第１項第４号及び第５号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項（会社法施行規則第 193 条第２号） 

 

該当事項はありません。 

 

４．株式交換完全子会社についての次に掲げる事項（会社法施行規則第 193 条第３号） 

（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

別紙３のとおりです。 



 

（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

 

該当事項はありません。 

 

（３）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社

財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

該当事項はありません。 

 

５．当社において、最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担

その他の会社財産の状況に影響を与える事象の内容（会社法施行規則第 193 条第 4 号） 

 

当社は、ヒップスターゲート社の株主らとの間で、2026 年 6 月 25 日に株式譲渡契約を締

結し、同月 30 日付でヒップスターゲート社の普通株式 312 株（発行済み株式数の 78%）

を、譲渡対価 195 百万円（1 株当たり 625,000 円）で取得しました。 

 

６．株式交換が効力を生ずる日以降における当社の債務の履行の見込みに関する事項（会

社法施行規則第 193 条第５号） 

 

会社法第 799 条第１項の規定により、本株式交換について異議を述べることができる 

債権者はいないため、該当事項はありません。 

 

以上 

 



別紙１ 本株式交換契約の内容 

 

次ページ以降をご参照ください。 

 



 

 





 



別紙２ 会社法第 768 条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に

関する事項（会社法施行規則 193 条１号） 

 

次ページ以降をご参照ください。 

 



会社法第 768 条第１項２号及び第３号に掲げる事項についての相当性について、以下の通

り説明いたします。 

 

1. 本株式交換に係る割当ての内容 

 当社 

（株式交換完全親会社） 

ヒップスターゲート社 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換における割当比率 １ 0.0008736 

本株式交換により交付する株式数 普通株式：100,732 株 

 

（注１）株式の割当比率 

当社は、ヒップスターゲート社普通株式 88 株に対して、当社の普通株式 100,732

株を、効力発生日（2026 年７月 31 日予定）の前日の最終のヒップスターゲート

社の株主名簿に記載された株主に割当交付します。ただし、当該時点において当

社が保有するヒップスターゲート社の普通株式については、本株式交換による株

式の割当交付は行いません。 

（注２）本株式交換により交付する当社株式の数等 

当社は、本株式交換に際して、当社普通株式 100,732 株を割当交付する予定で

す。当社が交付する株式については、新規の株式 100,732 株の発行を行う予定で

す。 

（注３）単元未満株式の取扱い 

本株式交換に伴い、ヒップスターゲート社の株主は当社の単元未満株式（1 単元

（100 株）に満たない数の株式）を保有することが見込まれますが、下記の制度

の利用により、買取もしくは買増が可能です。 

① 単元未満株式の買取制度（単元未満株式の売却）：会社法第 194 条第１項の

定めに基づき、当社に対し自己の保有する単元未満株式の買取りを請求する

ことができます。 

② 単元未満株式の買増制度（1 単元への買増し）：会社法第 194 条第 1 項の定

めに基づき、当社が買増しの請求に係る数の自己株式を有していない場合を

除き、保有する単元未満株式の数と併せて 1 単元株式数（100 株）となる数

の株式を当社から買い増すことができます。 

（注４）1 株に満たない端数の処理 

本株式交換に伴い、ヒップスターゲート社の株主に割り当てるべき当社普通株式

に 1 株に満たない端数が生じた場合、会社法第 234 条その他の関連法令の定めに

従い、これを切り捨てるものとします。 

 

2. 本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠等 



（1）割当ての内容の根拠及び理由 

当社は、本株式交換に関する協議及び検討を進めるに当たり、本株式交換に用いられる

株式交換比率（以下、「本株式交換比率」といいます。）の公正性及び妥当性を確保するた

め、当社及びヒップスターゲート社から独立した第三者算定機関である株式会社ＭＩコン

サルティング（以下、「ＭＩコンサルティング」といいます。）に本株式交換比率の算定を

依頼いたしました。 

当社は、ＭＩコンサルティングより提出を受けた算定書の内容を参考としつつ、当社及

びヒップスターゲート社の財務状況、資産の状況、将来の見通しや事業上のシナジー等の

要因を総合的に勘案し、慎重な検討・交渉・協議を行った結果、上記 1 記載の本株式交換

比率が妥当であるとの判断に至り、合意いたしました。 

 

（2）算定に関する事項 

①算定機関の名称と両社との関係 

算定機関であるＭＩコンサルティングは、当社及びヒップスターゲート社の関連当事者

には該当せず、本株式交換に関して記載すべき重要な利害関係を有しておりません。 

 

②算定の概要 

当社の株式価値については、当社が東京証券取引所グロース市場に上場していることか

ら、2026 年６月 25 日開催の取締役会開催日の直前営業日である 2026 年６月 24 日の東京

証券取引所グロース市場における当社普通株式の終値である 546 円と算定いたしました。

これに対し、非上場会社であるヒップスターゲート社の株式価値については、公平性及び

妥当性を確保するため、ＭＩコンサルティングに算定を依頼し、算定書に記載された算定

結果のレンジ内（245 百万円～374 百万円）で当事者間において慎重に協議の上、１株あ

たり 625,000 円と算定いたしました。 

株式会社ＭＩコンサルティングは、ヒップスターゲート社の株式価値算定に際して、ヒ

ップスターゲート社は非上場であり市場株価法は採用できないものの、比較可能な類似上

場会社が複数存在し、類似会社比較による株式価値の類推が可能であることから、類似会

社比較法を採用するとともに、その株式価値の源泉は将来の収益獲得能力にあることか

ら、将来の事業活動の状況に基づく、収益獲得能力を評価に反映させるためディスカウン

テッド・キャッシュ・フロー法（DCF 法）を用いて株式価値の算定をしております。 

算定の前提とした財務予測は、完全子会社化後に予測されるヒップスターゲート社の経

営成績及び財政状態を用いており、大幅な増減益や資産、負債の金額が直近の財務諸表と

比べて大きく異なることなどを見込んでいる事業年度はございません。 

なお、ＭＩコンサルティングは、ヒップスターゲート社の株式価値算定に際して、提供

を受けた情報、ヒアリングにより聴取した情報、一般に公開されている公開情報等を原則

としてそのまま採用しております。 



また、ＭＩコンサルティングは、採用したそれらの資料及び情報がすべて正確かつ完全

なものであること、ヒップスターゲート社の株式価値算定に重大な影響を与える可能性が

ある未開示の情報は存在しないこと、かつ、ヒップスターゲート社の将来の利益計画や財

務予測が現時点における最善の予測と判断に基づき合理的に作成されていることを前提と

しており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。 

 

3. 本株式交換の対価として当社株式を選択した理由 

当社株式は東京証券取引所（グロース市場）において取引されており、本株式交換後に

おいて市場における取引機会が確保されていることから、本株式交換の対価として当社の

普通株式を選択することが適切であると判断いたしました。 

 

4. 当社の資本金及び準備金の額に関する事項についての定めの相当性に関する事項 

本株式交換により増加する当社の資本金及び準備金の額は、会社計算規則第 39 条の規

定に従い、当社が別途適当に定める金額とします。かかる扱いは、当社の財務状況、資本

政策その他の事情を総合的に考慮・検討して法令の範囲内で決定するものであり、相当で

あると考えております。 

 

 

以上 

 

 

 

 



別紙３ 株式交換完全子会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

次ページ以降をご参照ください。 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



株式会社ヒップスターゲート 第 16 期 事業報告書 

（自：2025 年 1 月 1 日 至：2025 年 12 月 31 日）  

1. 会社の現況に関する事項 

（1）当期の事業の経過およびその成果 

当事業年度における我が国経済は、企業の人材投資への意欲が継続するなか、多様な働き

方に対応した教育研修へのニーズが高まりました。このような経営環境のもと、当社は基

幹事業である「教育研修事業」および「DE&I 事業」において、付加価値の高い専門的な

研修・セミナーの企画および運営に注力いたしました。  

この結果、当期の業績は以下の通りとなりました。 

売上高：184,479,877 円  

内訳（教育研修事業：143,944,631 円、DE&I 事業：40,535,246 円）  

営業利益：25,401,047 円  

経常利益：26,002,930 円  

当期純利益：17,484,254 円  

（2）対処すべき課題 

今後の見通しについては、企業の DX 推進やグローバル人材の育成など、研修ニーズの更

なる高度化・多様化が予想されます。 

当社といたしましては、以下の課題に重点的に取り組むことで、持続的な事業成長と企業

価値の最大化に努めてまいります。 

① 新規顧客の開拓および大型案件の獲得体制の強化 

② 市場ニーズに応じた新規研修コンテンツの開発・拡充 

③ 上場企業グループとのシナジー創出による事業のスケールアップ 

（3）資産および損益の状況 

総資産：149,064,244 円  

負債合計：52,444,473 円  

純資産合計：96,619,771 円  

 



（4）主要な事業内容 

人材育成に関するコンサルティング 

人材育成に関する教育、研修及び指導 

人材育成に関する教材の企画、制作及び販売 

経営に関するコンサルティング 

人事制度に関するコンサルティング 

組織風土改革に関するコンサルティング 

労働者派遣事業 

有料職業紹介事業 

前各号に附帯する一切の業務 

（5）主要な営業所および従業員の状況 

本社所在地：東京都港区赤坂八丁目 5 番 6 号  

常勤役員数：1 名  

従業員数：6 名  

（6）株式の状況 

発行可能株式総数：1,000 株 

発行済株式の総数：400 株  

大株主の状況： 

渡邉 良文：268 株（所有割合 67.0％）  

小田桐 正治：132 株（所有割合 33.0％）  

（7）会社役員の状況 

代表取締役：小田桐 正治 

 

 

以上 


